労務賃金支払い確認表の作成手順例
1． 労務者一人当りの「労務賃金」と「延べ出勤日数」を算出。

各企業の「給与支払明細書」または「賃金台帳」を基に、公告に記載された職種（例：特殊作業員、普通作業員、運転手（特殊）、運転手（一般））１人毎の「労務賃金総額」と「延べ出勤日数」を算出する。（表－１　労務者別　集計表）
○労務賃金は下記の５項目の計とする。
① 基本給（所定労働時間内８時間に換算）
② 基準内手当（所定労働時間内８時間に換算）
【通勤手当、住宅手当、家族手当、技能手当、役付手当、運転手当など】
3 実物給与（換算不要）
【昼食・ジュース・菓子、社用車貸与、定期券・回数券、ガソリン代の支給など】
4 臨時の給与（換算不要）
【賞与、精勤・皆勤手当、慶弔金、出産手当、見舞金等】
5 現場手当（換算不要）
【誓約した工事で臨時に支払われる１日当りの額】
※労務単価に含まれない賃金、手当、経費

・時間外、休日及び深夜の労働についての割増賃金

・各職種の通常の作業条件又は作業内容を超えた労働に対する手当

・福利厚生費（法定福利費、労務管理費）、現場管理費（安全管理費、宿舎費、送迎費等）の労働者の雇用に必要な経費
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２．　１．で算出した労務者毎の「労務賃金総額」、「延べ出勤日数」を職種別に集計して、職種別一日当りの平均労務賃金を算出する。（表－２）
　表－１を参考に算出した企業毎の労務者一人当りの「労務賃金総額」、「延べ出勤日数」を職種毎に集計する。
（例えば、企業名：Aについて、職種：普通作業員の計、特殊作業員の計、運転手（特殊）の計、運転手（一般）の計をそれぞれ算出する。）
３．労務賃金支払確認表へ記入、提出
２．で算出した「労務賃金総額」、「延べ出勤日数」を企業毎に記入、押印の上、提出する。

※職種については入札公告に記載してある職種とする。
＜表－１＞の記入方法

1 作業員毎に作成してください。
2 労働者の区別が分かるように記入してください。
（普通作業員１、普通作業員２、特殊作業員１など）

3 職種を記入：特殊作業員、普通作業員、運転手（特殊）、運転手（一般）などと、入札公告に記載してある職種を記入してください。

4 契約工期を記入してください。（元請なら元請の、下請なら下請の契約工期を記入）
5 企業名を記入してください。
6 請負区分を記入してください。（元請、１次下請、２次下請、３次下請、その他）

7 給与明細書または賃金台帳を基に「基本給」を記入してください。
8 １日当り労働時間を記入してください。
※就業規則に記載がある休憩時間を除いた時間です。
（例：始業８：００～終業１７：００の場合）

　休憩　  １０：００～１０：３０（３０分）

　昼休　　１２：００～１３：００（1時間）

　休憩　　１５：００～１５：３０（３０分）

よって、１日当りの労働時間は７時間となります。

9 「８時間当り相当額」とは基本給と基準内手当の合計額を８時間当りに換算した額です。
10 「基準内手当」は実態に応じて項目を追加して記入してください。
基準内：職種の業務を行うのに業務量に関係なく一定額支給される手当
基準外：職種の業務を行うのに業務量に応じて支給される手当
主な基準内手当
　通勤手当：自宅から会社・集合場所・現場などに支給される手当
住宅手当：労働者が居住している住居の種類に応じて支給される手当
家族手当：扶養している家族のある労働者に支給される手当
技能手当：熟練度に応じて支給される手当（類似名称：技術手当・資格手当・潜水手当）
役付手当：世話役業務を行った業務量に関係なく支給される場合は基準内手当
世話役が設けられていない職種は基準内手当
運転手当：職種の業務を行う車輌、機械等の運転・操作・管理に対して支給される手当

11 「実物給与」は実態に応じて項目を追加して記入してください。
主な実物給与（領収書または受払簿）
　飲食費　　：昼食・ジュース・菓子など。
　社用車貸与：会社所有の車輌を貸与。（保険料・車検・自動車税・自賠責等を含む。）
　ガソリン代：通勤手当がなく、自家用車で勤務先へ向かう場合など。
　交通費　　：定期券・回数券・有料区間利用料金など。
　その他　　：上記以外の実物給与は事前に審査者に確認してください。
12 基本給与支払いの基礎日数を記入してください。（有給休暇は含まない。）
13 出面表、作業日報を基に当該工事における作業日数を記入してください。
14 給与明細または賃金台帳を基に年間に支払った臨時の給与を記入してください。
15 年間の労働日数は就業規則を基に記入してください。
16 誓約した工事において臨時に支払われた１日当りの手当を記入してください。

表－２の記入方法
　　表－１で作成した労務者について職種毎にまとめて記入してください。
1 職種を記入：特殊作業員、普通作業員、運転手（特殊）、運転手（一般）

2 企業名を記入してください。
3 請負区分を記入してください。（元請、１次下請、２次下請、３次下請、その他）

4 表－１で労働者の区別が分かるように入力した名前（普通作業員１など）を記入してください。（企業毎に職種の人数分を記入）
5 表－１で求めた労務賃金総額を記入してください。
6 表－１で求めた延べ出勤日数を記入してください。
基準内手当


(家族手当)





基準内手当


(住宅手当)





基準内手当


(通勤手当)





基本給





基準内手当


(通勤手当)





基準内手当


(家族手当)





基準内手当


(住宅手当)





基本給








PAGE  
2

